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[摘要]

当論文は京阪奈の3府 県に跨って建設されている関西文化学術研究都市(以 下学研都市と称

す)の 成立から2003年 に至るまでの建設のプロセスとこの開発 を巡る諸問題についてアプロー

チする。

1 関西学研都市の成立へのプロセス

関西学研都市は京都府、大阪府、奈良県

の2府1県 にわたり、その面積が15,000ha

で、地形的にはその大半が緑豊かな京阪奈

丘陵に入 り、位置的には大阪の都心から30

km、 京都の都心から20kmで両都市の通勤圏

に入る(図1)。

関西学研都市建設のプロジェクトの構想

は1978年 の奥田東、京都大学総長が座長と

なった 「関西文化学術研究都市調査懇談会」

の答申が起点となっている。同懇談会が構

想を提出する際に以下の状況が踏まえられ

た。(1)1965年 頃から、1970年の大阪万博

建設用の山砂利が京阪奈丘陵の中央部から

採取され、その跡地を都市・基盤整備公団が

買収し、1970年 から区画整理事業を開始し

た。関西地区では千里、泉北に次 ぐ第3の
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図1関 西文化学術研究都市の位置

(学研都市建設推進機構)

平成15年9月5日 原稿受理 文学部地理学科
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総 合 研 究 所 所 報

ニュータウンの建設がこの地を中心に開始されていたという実績。(2)国 土開発 として も全

国 レベルでの新産業都市の建設など 「産業」中心の開発が行 き詰まり、「学術 ・文化 ・技術」

の開発にも目がつけられ出 した。とりわけ1960年 代後半から首都の過密機能の分散策として 公

的機関の研究機関が集められ、筑波研究学園都市が建設されたが、これが単に学術 ・研究基盤

の整備充実だけでなく、高度情報、ハイテク時代での地域活性化の起爆剤となり、東京圏の発

展 に大きく寄与している実績。

この構i想を受けて1982年 国土庁が 「関西学術研究都市基本構想 」を発表 し、この中で学研都

市が 「新文化首都」 と成長すべく位置づけている。

国土庁は学研都市 を国家事業 として受け入れるに当たり、学研都市に関わる公共事業の試算

を行っている。幹線道路(国 道24号 京奈バイパス、国道163号 、第二阪奈、地域内の幹線道路

等)・ 鉄道(東 大阪生駒鉄道の延伸等)・ 治水 ・下水 ・学研都市内公共施設などに約12兆 円と踏

んだ。

1986年 に地元3府 県、財界、学界を中心に財団法人 「関西文化学術研究都市建設推進機構」

が発足 し、翌1987年 「関西文化学術研究都市の建設に関する・基本方針」が内閣総理大臣決定さ

れた。同年 「関西文化学術研究都市建設促進法」が制定され国家プロジェクトとして動き出す

ことになった。

1988年4月 、国土庁に 「関西文化学術研究都市建設推進室」が、同年6月 、住宅都市整備公

団にも 「関西文化学術研究都市整備局」が置かれた。更に、1989年8月 、学研都市のフィクサー

的役割をもつ株式会社 「京阪奈」が設立 され、学研都市建設の基盤が固まった。

皿 学研都市の開発方式

撫 欝襯謹職労1禧議
能」も充実させ環境の保全 とも結び合わせ、

繋 謬 認 瓢 ンスの取れた魅力

(3)地 域全体の人口は38万人。文化学術

このプロジェク トは財団法人 「関西文化学術都市推進機構」、都市基盤整備公団、地元 自治

体、研究機関など産官民が0体 となって都

蕪撫灘聾
鵬 瀧 ●てン 甕:

ノ 羅憩 平城・相楽地区'

・区 平城宮跡地区[瀞

①

図2関 西文化学術研究都市位置図(朝 日1998.3.29)
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實 「関西文化学術研究都市の開発と諸問題」

表1学 術研究地区の整備計画(学 研都市建設推進機構)

府 県 文化学術研究地区名
面 積

(ha)

人 口

(千人)
概成時期

文化学術研究施設等の整備

〔具体的な施設等〕

京都府

田 辺 地 区,

'

lUU 一 一 既に概成
教育研究施 設の整備 を図 る。

〔同志 社大学、同志社女子 大学〕

南田辺 ・狛田地区 338 19 '「成12年

創造的な基礎研究、応用研究を行う施設、

高齢者に関する研究 を行 う施設等の整備

を図 る。

〔京都府花 き総合指導 センター〕

木 津 地 区 Tao 40
,i;成12年 自然科学系の創造的 な基礎研究、応用研

究 を行 う施設等の整備 を図 る。

精華 ・西木津地区 494 25
'ド成7年

文化学術研究交流施設、創造的な基礎研

究、応用研究を行う施設、文化、芸術に

関す る高度な研究 を行 う施設、情報提供

施設等の整備を図 る。

〔文化学 術研究交流施設、国際電気通

信基礎技術研究所、国際高等研究所〕

平 城 ・相 楽 地 区

(京都府域)
264 30 11i一成2年 生活関連 の研究開発 を行 う施設等の整備

を図る。 〔ハ イタッチリサ ーチパ ーク〕

普 賢 寺 地 区 未 定 未 定 未 定 農業系等の試験研究施設等の整備を図る;

小 計 1,936 114

大阪府

氷室 ・津 田地 区

65 3

本地区 については、整備のための条件

が整った時点で、区域の拡大 を行 う。

bF成7年

(当面 目標)

先端技 術分野 におけ る研究 ・教 育施設、

共同利用研究施設及び研修施 設並 びに教

育研究施 設等の整備を図る。

〔関西外国語短期大学、イオン工学センター〕

清 滝 ・室 池 地 区 340 3 21世紀 初頭

緑 の文化 園構想の推進、教 育 ・研究施設

等の整備を図 る。

〔大阪電気通信大学 、緑の 文化

園構想関連施 設〕

田 原 地 区 127 10 br成7年 健康 等生活 文化に関連 した分野における

研修 、研究等を行 う施 設等の整備 を図 る。

小 計 532 16

奈良県

:{:城 宮 跡 地 区
142 1 21世紀 初頭

特 別史跡 平城宮跡の保存整備、朱 雀大路

復元整備、 文化財、 考占学に関す る総合

的な研究施設等の充実、整備を図 る。

〔特別 史跡 平城宮跡、朱 雀大路、

奈良国立文化財研究所〕

1/1城 ・相 楽 地 区

(奈良県域)
362 38

」iえ成2年

生活関連、情報関連分野の研究 開発を行

う施設の整備及び これ らに関連す る研究

施設等の整備 を図 る。

高 山 地 区 未 定 未 定 未 定

先端科学技術大学院及び関連する民間研

究所等の整備を図る。

〔先端科学技術人学院〕

北 田 原 地 区 未 定 未 定 未 定
高山地区の機能 と関連 した文化学術研究

施設等の整備 を図 る。

小 計 504 39 一　 一一 『 一

合 計 2,972 169

注1.面 積及び想定人 ロは、建設計画レベルでの未確定地区分等を除 いた合計値であります。

注2.普 賢寺地区、氷室地区、高山地区、北田原地区は、整備のための条件が整った時点で区域の確定、拡大が行 われ

ます。
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総 合 研 究 所 所 報

研究地区地区の人口は18万人。同地区の従業人口は6万 人を想定。

(4)文 化学術研究地区の周辺地区では道路など交通網、 レクレーション施設、住宅などを建

設する。

皿 関西文化学術研究都市と筑波研究学園都市との比較

学研都市の建設戦略は筑波研究学園都市(以 後 「筑波」 と称す)の それを参考にしている。

ここで両者を比較する。(こ こでは学研都市を関西、筑波学園都市を筑波 と略す)

1)位 置は 「関西」が大阪 ・京都の都心から20～30kmに 対し 「筑波」は東京から60km。 「関西」

は大阪 ・京都への通勤圏内にあるため直接学研 と結びつかない。

2)面 積は学研都市の開発クラスター2170ha、 「筑波」2700ha、 新規計画人口は学研都市18万

人、「筑波」10万 人 とやや学研都市が人口に重みがある。

3)「 筑波」は主 として新 しい学術拠点整備に重点が置かれたのに対 して、「関西」は学術研究

振興のほか、地元の産業振興、新都市づ くり(ニ ュータウン建設)に も力点が置かれている。

4)都 市の開発形態は 「関西」がクラスター型開発に対して、「筑波」は大規模前面開発である。

5)都 市開発主体については 「関西」が民 間エネルギーの積極的投入 に対 して、「筑波」は

「官」主導になっている。

6)研 究分野は 「筑波」が自然科学に特化 しているのに対 し、「関西」は自然、人文科学にも

力点が置かれている。

N第1ス テージ(学 研都市建設開始から1995年)の 学研都市の建設

(1)学 術研究施設の進捗状況

学術研究機関のうち大学関連施設の立地状況は、1984年 氷室津田地区に関西外語短大、1986

年田辺地区に同志社、同志社女子大学、1987年 清滝室池地区に大阪電通大、1991年 高山地区に

奈良先端科学技術大学院大学が進出した。

大学以外の主な学術研究関連施設は、1989年 国際電気通信基礎技術研究所(ATR)、1990年

ハイタッチリサーチパーク(積 水ハウス総合研究所、福寿園JEUGIA、 クロイ電機等)、

1991年 島津製作所、1992年 住金ハイクオリティ研究所、キャノンエコロジー研究所、国際高等

研究所、地球環境産業技術研究機構(RITE)が 設立された。

研究開発型産業施設 としては1986年 南田辺狛田地区に京都府花卉総合指導センター、1991年

氷室 ・津田地区にイオン工学センター 、1994年に自由電子レーザー研究所、木津地区に1995年

バイエル薬品研究所などが設立された。以上、1995年 までに46ヶ 所の学術研究施設が設立され

た。1993年 文化学術研究交流施設(け いはんなプラザ)が 開設し、この施設が学研都市の学術

研究機関のコントロールセンターの役割を果たすことになる。

関西財界 としても、学研都市と京都市南部の高度集積地域 とを連結させ、「日本型 シリコンバ
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實:「 関西文化学術研究都市の開発と諸問題」

表2学 研都市主要施設立地状況(学 研都市建設推進機構)

立 地施設等一覧2・ ・3年(平成15年)7月旧現在
進捗度 文化学術研究地区名 施 設 等 の 名 称 開所時期 備 考

開設済

田 辺 地 区

(2施設)

同志社大学(京田辺校地)
....

1988年4月 1994年4月工学部が移転続合

同志社女子大学(京田辺校地)
●0

1988年4月
■o●

南田辺・狛田地区

(4施設)

(社)京都フラワーセンター
D●

1986年4月

京都厚生年金休暇センター
・ ● ● ●

1988年10月

1997年4月京都府口桑責源研究センター
・goo

●

京都府立大学農学部附属農場 1997年4月

木 津 地 区

(2施設)

バイエル薬品㈱ 中央研究所
・ ■o●

1995年5月

日本係子力研究所関西研究所 光量子科学研究センター

(きっづ光科学館ふおとん)

(ITBし共同利用センター)

1999年7月

2001年7月開館

2002年6月開所

精華・西木津地区

(17施 般)

㈲国際■気通償基礎枝術研究所[ATR] 1989年4月
D● ● ●

㈱島津製作所 基盤技術研究所(けいはんな)
D●o●

1991年7月

日本■償電語㈱NTTコ ミュニケーション科学基礎研究所
,●

1991年7月
・o●

N丁T京阪奈ピ1し内(1998年3月移転)

文化学術研究交流施設「けいはんなプラザ」 1993年4月
■.● ●

画 ●oo

キヤノン㈱ エコロジー研究所
● ■

1993年3月
● ●

,

(財)国際高等研究所pws】
D●o●o

1993年10月
●

o

(財)地球環境産業枝術研究機構【田丁E]
)● ● ●

1993年11月

1994年4月松下電器産粟㈲ 先端枝術研究所・照明研究所,o.o●
けいはんな記念公口(京都府立関西文化学術研究都市記念公園)
,● ● ● ● ■o● ● ■

1995年4月

京セラ㈲ 中央研究所画 ● ● ■o
1995年7月

● ●

ルイ・ルルー美術館
●

●

19978月

:酷 総舗 究所けいはんな欄 通信融舗 究センタ_i・即 2㎜ 年7月 2003鋒6月 オ ーノンラホ樟開肋
o●

大川センター 2001年4月
,・o

ウェスコム㈱ 京阪奈情報技術研究所
.o●

●

2002年7月

国立国会図書館関西館
,● ●Oo

2002年10月

私のしごと館
D

2003年3月 2003年10月本格稼働予定

オム0ン 翰 京阪奈イノペーションセンタ 2003年5月

平城 ・相楽地区

(20施 穀 、うちハイqノ
チ リサーチパーク13施設.

なbやま研究'《一ク6施設)

iｺイ タッチ・グザーチノf一ク ()内 は開所時期
クロイ量機㈱ ク0イハイタンチ研究所、

積水ハウス㈲ 積水ハウス総合住宅研究所、
㈱福寿園 福寿園CHA研 究センター、 ㈲フジヤ フジヤHRセンター、
演文㈱ ワタブンホーム・ファニシング研究所(以上、1990年9月)

山中㈱YAMANAKAア ート研究センター(1992年4月)、
(財)松下社会科学振興財団 松下責料館(1994年5月)

1・・6嘲 ・月

㈱ 京都科学KYO丁OKAGAKU開 発センター、

㈲JEUGIAJEUGIAecole、

㈲ 二条丸八 二条丸八セレモニー研究 所、
吉忠マネキン㈱YOSH1CHU情 報センター、

㈱PHP総 合研究所 研 修開発センター(1991年11月)、

㈱ きんでん 京都研究所(1992年10月)、
,・

アタカ工粟㈱ 瑚境研究所
, i
ならやま班究バーク()内 は開所時期

(財)南綿経済センター(1994年6月)、 大和ハウス工業㈲ 総合技術研究所(1994年9月)、
三笠産巣㈲ ならやま研究所(1994年11月)、 アイコム㈱ ならやま研究所(1994年11月)、

㈱三輪そうめん山本 麺ゆう館(1995年5月)、 ニッタ㈱ ならやま研究所(1995年6月)

水室・津田地区

(7施設)

関西外国語大学短期大学部(穆谷学舎)
,o● ◎ ●

1984年4月

関西外国語大学国際言語学部
●o

1996年4月

1990年7月 1992年4月全面稼働
,

㈲イオン工学センター、㈱イオン工学研究所
)● ●

大阪大学大学院工学研究科自由■子レーザー研究施設
圏

1994年5月
●

研究交流施設「津田サイエンスコア」
,●

1995年10月

三晶㈱ 中央研究所 2002年8月

溝滝 ・窒,也地区

(io施 設)

大阪電気通信大学(四條畷学舎) 1987年10月
,●

置幽(1991年4月 開園)

水辺自然園(森の工作館)、 轟の宝島、 生駒ダンボールランド、室池ウィーブヒルズ、 グリーンアイランド、
センタープラザ(緑の文化園総合案内所)、SE性 駒セミナーハウス、
シャープ労働組合研修所レクリエーションセンター(アイ・アイ・ランド)、
(財)楠葉尚学会青少年交流センター(楠葉ロッジ)

田 原 地 区

(2施設)

東京海上火災保険㈱ 西日本研修センター 1994年6月
,●

日本スピードショア㈲ 本社・研修所 1995年1月

平城宮跡地区

(4施設)

奈良文化財研究所
●

1952年4月
,

特別史跡 平城宮跡 朱雀門 1998年2月
D

特別史跡 平城宮跡 東院庭園 1998年4月
,o

史跡 平城京 朱雀大路 1999年3月 第1期 事業完成

高 山 地 区

(7施設)

(社)関西電子工巣搬興センター 生駒試験所 1970年3月
D

1989年7月

1993年度から学生受入

高山竹林園

奈良先端科学枝術大学院大学[NAIST】 1991年10月

:脇 交醜 設r高山サイエンスカ ザ」
通信・放送機構 奈良リサーチセンター
幽

参天製藁㈱ 奈良研究開発センター

1993年10月

1995年5月

1996年4月

1998年4月日本電気㈱ 関西研究所
●

整備中

平城・相楽地区 な6や ま硯究ノe一ク

㈹呉竹精昇堂(仮 称)ならやまDUO本 部 2003年9月 開所予定

平城宮跡地区 特別史跡 平城宮跡箪一次大極殿院復原 1989年度(平成元年度)から復原整備の調査開始

計画中

精華・西木津地区 関西■カ㈲、 大阪ガス㈱

水室・津田地区 大阪信愛女学院(仮称)

高 山 地 区 鑓淵化学工集㈱、 ㈲森精機製作所、THK㈱

構想中 国立文化財総合機構(仮称)、 国立総合芸術センター(仮称)、 京都大学教育研究施設

事文化学術研究地区外の周辺地区には、大阪国瞭大学等が立地している。
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レー」形成の期待が寄せ られた(表2)。

(2)住 宅建設の進捗状況

住宅建設については、学術研究的施設とは違い、1988年 に学研都市のプロジェク トが国土庁

の認可を受け国家的プロジェクトとしてスター トする以前から、0部 の地域では既に開始され

ていた。平城地区が1970年 、相楽地区が1978年 、田原地区が1983年 、祝園地区では1985年 より、

いずれも住宅都市整備公団によって土地区画整理事業がとり行われ分譲されていた。例えば、

1988年 現在、平城 ・相楽地区(奈 良県 ・京都府)で は2.1万人(6187世 帯)で 計画人口の29%、

クラスター内の合計では2.2万人(6475世 帯)で 計画人口の12%が すでに居住 していた。木津地

区ではプロジェクトが認定された後の1988年 に住宅地の造成が開始された。

第1ス テージ終了時の1995年 現在のクラスターごとの進捗状況をそれぞれの計画人口で検定

す ると田辺1%、 木津3%、 精華 ・西木津10%、 平城相楽(京 都)10%、 平城相楽(奈 良)

83%、 平城宮跡64%、 全体で4.6万人(1.5万 世帯)で26%が 実現 したことになる。住宅開発大半

の計画が21世 紀初頭を目標 として設定されているのを考えると住宅の張 り付 き ・入居状況はバ

ブルが弾け、不況に陥ったことが大 きく影響 してはかばかしくない(表3)。

表3学 研都市クラスター別人口推移(学 研都市建設推進機構)

クラスター名 85年度 86年 度 87年 度 88年 度 89年 度 90年 度 91年 度 92年 度 93年 度 94年 度 95年 度

田辺町 田辺地区 二38 170 144 19T 145 145 144 a 33

木津町 杭蘂・酉木津地区 0 0 0 249 598 7 ■ 8 , 47

木津町 平城 ・相楽地区 718 978 2,885 4,895 5,572 6,322 7, 8, ■ S 曾 OS

構 町 納鋸・西木津地区
一 一 一 一 一 一 一

, T , T

精華町 平城 ・相楽地区
噛 鮪 一 15 314 51 82 i, i, , ,

奈良市 平城 ・相楽地区 16,013 :7量355 17,564 18,284 19,449 20.58 21.99 az, 723, 7 2 , 2 ,

奈良市 平城官跡地区 363 201 225 292 357 43 46

生駒市 高山地区 0 0 0 0 0

四条畷市 田原地区 一 一 一 一 4 28 T8 1.24 2.0 2, 3,

四条畷市 清滝・室池地区 65 65 65 65 65 6 6 6

合 計 16,579 18,509 18,9T6 21,688 25,229 27,as 31.10 34.34 37.3 41.3 45.8

(3)住 民の生活と意識

一木津川台の例一

木津川台は木津町にあ り、近鉄木津川台駅周辺に建設された住宅団地である。1991年 木津川

台での奈良大学實ゼミ実施のアンケート調査によると、世帯主の年齢は30才台40%、40才 代47%、

職業はサラリーマン70%、 公務員 ・教員20%と その大半が中堅サラリーマ ンである。勤務地は

大阪が58%、 京都26%、 奈良16%で ある。前住地が大阪40%、 京都27%、 奈良27%と なってお

り、大阪や京都で暮らしていた通勤者が新居を求めて当地へ押 し寄せていることが分かる。

この土地を選んだ理由を見ると、その57%が 「環境」の良さをあげている。不満な点の有無

についてはその83%が 「有 り」と答えており、交通機関の不便さと生活の不便 さをあげている。

具体的には、「バスの本数があまりにも少ない」、「商店についても団地内に小さく品揃えの悪

い近商が1軒 あるのみ」、「医療機関も皆無である」を挙げる。その他少数の意見なが ら 「治安

の悪 さ」、「近隣関係」、「文化イベン トのなさ」なども不満の理由に挙げる住民 もいる。この

「治安の悪さ」はニュータウンとはいえ、まだ空地が目立つうえに、空 き家 も目立つ不気味さ

・
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からきている。

とりわけ、医療機関が皆無という事態は重い。相楽地区の病院数、病床数が京都府平均のそ

れぞれ、2.5分の1、4分 の1と 府内で最低 となっている。計画では2001年 に木津川駅前に、公

立山城病院が増改築されるものの焼け石に水の状態である。 ・

一精華町 ・光台の例一

光台は精華町のほぼ中央部にあり、中央に幅50mの メインス トリー ト精華大通 りに沿って研

究学術中枢機能の地区の西側にある。住宅都市整備公団が1992年 から分譲をはじめ、1995年 ま

でに870世 帯、2800人 が入居 している。住宅区画は地区計画制度のもとに整備された。分譲価格

は1㎡ が14～20万 円。平均的一戸当たりの分譲価格が4000万 円で中堅サラリーマンが入居 して

きていた。年齢的に40～50才 台が圧倒的に多い。通勤地としては大阪、次いで京都が多い。こ

の土地を選んだ理由として 「自然環境の良さ」 を挙げ、以後、ずっとここで住み続けたい意向

の住民が圧倒的に多い。不満 としては公共交通の不便 さ、医療機関の少なさをあげる。

現在、スーパーが1店 舗、それも品揃え少なく、値段 も高い。歯科医が1軒 あるだけである。

バスも祝園 ・光台問が1時 間当たり、通勤時4本 、通勤時以外1～2本 と少なく、終バス平日

が22時41分 、休 日は19時59分 と早 くなっている。

以上、住宅地の環境 としては満足 しつつも、まだ 「街」としての成熟には些かもどか しさを

感じている。

N第2ス テージ(1996年 か ら2003年 まで)の 学研都市の建設

(1)学 術研究機関の進捗状況

1996年 以降で学研都市に進出した主たる研究機関は1997年 南田辺 ・狛田地区の京大の農業資

源研究所、1998年 精華町でNTT京 阪奈ビル、NEC関 西研究所が開所 し1000人規模の従業員

が入る。高山地区に1996年 参天製薬、1998年NEC、 精華 ・西木津地区に1998年NTT京 阪奈

ビル、NEC関 西研究所が開所し1000人規模の従業員が入る。2000年 にCRL、2002年 にウェスコ

ム、また当初予定から5年 遅れで2002年 、第二国立国会図書館が設立された。(収 蔵数は600万

冊、2000万 冊収容可能といわれる。東京の国立図書館とは蔵書をデジタル化 して光ディスクに

記録 し、高速デジタル回線で伝送し利用しあう。)2003年 には私のしごと館がつ くられたが、第

2ス テージでは24施 設にとどまっている。学術研究関連の企業や施設がはかばしくない例 と

して以下のような事実が報道されている。

1)津 田サイエンスヒルズは1994年 迄に15haを 研究施設や公園用地として造成し、そのうち11.4ha

を全国の企業1.4万社に呼びかけたが立地企業は全 くなかった。大阪府住宅供給公社が250億 円

に昇る負債となった。

2)高 山サイエンスタウンの第1工 区は奈良県が分譲 し、1992年7月 に参天製薬、日本電気、

森精機i製作所、鐘淵化学、THK、 村本建設の6社 に売買契約が結ばれ、翌年に用地が引き渡
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されたが研究所が完成 したのは参天製薬 と日本電気のみである。すでに契約後10年 が経過 し、

20%の 違約金を取って県が買い戻すにしろ、地価の大幅下落で大損になってしまう。

3)高 山地区の第II工 区(288ha)に ついては、計画を見直 し半分にする方向で検討 している。

更に、敷地内の都市計画道路の費用負担については従来、国の補助(50%)を 除いた分を公団

が負担 していたが、その分を県 と市に負担を求める方針を出した。

以上のように、バブル崩壊以降の経済不況による厳 しい側面 もでた反面、学研都市内外の企

業 ・施設問の間や地元の住民 ・地場企業 とのふれあい ・結びつ きが徐々にではあるが進展 して

きている。以下のような事例が報告されている。

1)学 研都市に立地する6つ の大学(同 志社大、同志社女子大、奈良先端科技大、大阪電通大、

関西外大、大阪国際大)が 連携 した市民向けの公開講座が2000年11月 か ら行われるようになった。

2)奈 良先端科学技術大学の ミレニアムホールが2001年 に完成 し、 日本初の産官学の学術研究

資料の電子化共同研究連合 「京阪奈」ライブラリーコンソーシアムが設立され、活動を始めた。

3)商 業施設として、精華地区の文化学術研究地区はATR、RITE、 国会図書館、私のし

ごと館(2003年10月 開館)、 けいはんなプラザなど学術研究施設ばか りで、そこで働 く研究者 ・

職員、来訪者にとって、食事、憩、娯楽など 「人間性 を取 り戻す」施設が乏 しく、「街」とし

ては大きな欠陥をもっていた。そんな中、2003年4月 に商業地区 「食彩プラザ」がオープンし

た。コンビニエンスス トアーのほか、8000㎡ の敷地に5階 建て、ファミリーレス トラン、居酒

屋風レス トラン、回転ずしなど170店舗が入居 している。その周辺の光台など地元の住民にとっ

ても歓迎され、少しばか り 「街」づ くりが進んだ。

(2)住 宅 施設 の進捗状況

当初の計画では2003年 頃 には、ほぼ完成の域 に達す る筈であ ったが、経済の不況 もあ り、全

体 と しては2001年 現 在、 クラス ター内の 人口が66,521人 で 当初の計画 の37%に と どまってい る

(表4・5)。

表4学 研都市クラスター別人口推移(学 研都市建設推進機構)

H8 H9 H10 N11 H12 H13

京都府 田辺地区 151 120 91 93 84 109

南田辺・狛田地区 0 0 0 0 0 0

精華 ・西木津地区 5,179 6,150 7,628 8,632 10,961 13,524

平城 ・相楽地区 13,472 14,362 15,009 15,384 16,057 16,352

木津地区 563 1,708 2,396 2,943 3,157 3,497

小計 19,365 22,340 25,124 27,052 30,259 33,482

大阪府 氷室・津田地区 0 0 0 89 163 259

清滝 ・室池地区 61 51 50 47 47 44

田原地区 3,562 4,161 4,516 t・ ・ 5,044 5,307

小計 3,623 4,212 4,566 5,002 5,254 5,610

奈良県 高山地区 561 ・1・ 492 441 .・ 549

平城 ・相楽地区 25,417 25,978 26,547 26,744 26,634 26,277

平城宮跡地区 639 629 619 s≫ 606 603

小計 26,617 27,216 27,658 27,802 27,725 27,429

合計 49,605 53,768 57,348 59,856 63,238 66,521
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表5ク ラスター別人口入居状況(学 研都市建設推進機構)

各クラスターの人ロ計画及び入居状況
・

県
文化学術
研究地区名

所在地 面 積

(ha)・X1

計 画 入 居
人ロ ※1 戸数 ※2 人ロ ※3 世帯数 ※3

京

都

府

田辺地区 京田辺市 100 一 一 102 102

南田辺・狛田地区 京田辺市・精華町 338 19,000 5,800 一 一

精華・西木津地区

木津町・精華町

506 25,000 6,800 15,032 4,743

平城・相楽地区
く京都府域〉

264 30,000 7,430 16,745 5,554

木津地区(南)

木津町

284 18,600 5,300 3,930 1,315

木津地区(中央) 246 13,900 4,000 一 一

木津地区(東・北) 210 7,500 2,000 一 一

大
阪

府

氷室・津田地区

(津田)
枚方市 65 3,000 1,000 322 96

清滝 ・室池地区 四條畷市 340 3,000 1,000 44 19

田原地区 127 10,000 2,490 5,581 1,767

奈

良

県

高山地区 生駒市 333 24,000 7,500 1… 351

平城 ・相楽地区

く奈良県域〉 奈良市
362 38,000 10,800 26,277 9,194

平城宮跡地区 142 1,000 一 597 225

合 計 3,317 193,000 54,120 69,098 23,366

※1面 積・計画人ロは、各府県の建設計画の数値。未確定クラスター分を含まない。
※2計 画戸数は、各地区の事業計画等の数値による。
※3入 居人ロ・世帯数は、住民基本台帳のデータによる。

この間、大きく住宅が建設されたのは、地区別に見て、精華 ・西木津地区で1995年3834人 か

ら2001年13,524人 の35倍(全 体では1.6倍)に 増加させている。学研都市の中核区域 「精華 ・西

木津」地区で光台に次 ぐ大規模ニュータウン 「京阪奈公園都市」が1999年 、京阪、三井不動産、

野村不動産が分譲開始された。分譲価格 も4000万 円内外に設定され、2～30代 をターゲットに

している。この背景には、従来、住民が不満 としてきた公共交通、医療、ショッピング等の

サービスが徐々に向上 してきている点は看過できない。

2002年7月 より近鉄高の原 ・光台バス開通 した。これにより、精華地区から総合病院(高 の

原総合病院)や 大型 ショッピングセンター(サ ンプラザ)へ のアクセスができるようになった。

このルー トの実現が遅れたのは精華町の意向もその要因の0つ であった。

規制緩和の0環 として 「改正道路運送法」が施行され、バス事業者の新規参入が容易になり、

域内のバスを中心 とした公共交通が一層、充実してきた。木津町では2002年7月 か ら年間3000

万円を補助 してコミュニティバスの運行を走らせる。奈良交通では2000年3月 か ら、県境を越

える学園前 ・光台間の路線バスの運行に踏み切った。

更に、学研都市と大阪の中心地と結ぶ新たな動脈として 「京阪奈新線」が奈良生駒高速鉄道

会社が1998年 に設立された。同社は資本金2.4億円で、奈良県・市が50%、 近鉄、 日本開銀が50%

の出資で、2002年 に着工、2005年 に生駒 ・登美ケ丘問が開通の運び。(最 終的に高の原まで延

伸)現 在、高山地区は奈良先端科学技術大学院大学がコアになっているものの、民間企業は参
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天製薬とNECの みである。その不振の

要因のひとつに 「足」の便の悪 さがあ

る。朝夕1時 間に1本 しかないバス。

終バスは6時 である。これを京阪奈新

線の開通により、高山地区が一挙に学

研都市の玄関口になる可能性が出てく

る。特に、学研都市と大阪ベイエリアと

のリンクが大きい(図3)。

公共交通の要望が高まるなか、2003

年7月1日 から同年11月28日 まで精華 ・

西木津、高山地区でディマンドバス運行

と会員制で 「カーシェアリング」の実

験が行われた。デマンドバスは利用者が

準國駈備醐
塵

生

駒

精華 西木津地区

新祝園

白庭台

あすか野

東生駒

藍
rz:[平 城 ・相楽地 区1

木津川台

山田111
～

響

製宮雄
平 城

高の原

大和西大寺

平城宮跡地区

図3学 研都市へのアクセス鉄道 「京阪奈新線」の路線概略図

(奈良新聞98.5.28)

電話で乗車 したい時間、場所、 目的地を管理センターに伝えると、オペレーターが乗車可能な

時間と場所、 目的地の到着時間を教えてくれる。カーシェアリングは10台 の低公害車を使い、

専用ポー トを3個 所設置 し、管理センターで予約状況をチェックしつつ会員にあいている車を

使用 してもらう。新 しい交通の在 り方を模索するものである。

デマ ンドバス行き先は病院、スーパー、近鉄高の原駅、国会図書館、プラザが多く、路線バ

スからデマンドバスへ振 り替えた者は60%に ものぼる。カーシェアリングはセカンドカーとし

て利用 した者が37%、 マイカーを手放 した者12%と 一定の成果を挙げている。

(3)住 民の生活 と意識

一光台の例一

このアンケー トは2002年 に奈良大学實ゼ ミで調査したものである。光台の勤め人の通勤地は

大阪47%、 京都22%、 奈良、16%、 学研都市内9%、 その他6(滋 賀、兵庫)%で 大阪、兵庫

など遠距離通勤者が多い。車の利用は90%。 バスのサービスについての満足度は43%が 満足、

47%が 不満 となっており、バスダイヤ等のサービスが改善されてきているとはいえ不満が相変

わらず多い。 これは、バスの本数も増加 し、通勤時に1時 間当た り6本 、平時4本 と増加した

とはいえ、最終バスが23時13分 と長距離通勤者にはややはやいことなども要因か。総括的に住

民の80%が 自分達の街の印象を 「良し」 としている。

一木津川台の例一

ここでは通勤地が大阪50%、 京都30%、 奈良10%、 学研都市内10%で 光台と同様に、大阪方面

への通勤者が多い。買い物は木津川内のスーパー、山田川駅前が多い。光台に比べて駅に近い

せいもあ り、車の利用は60%に 留 まっている。それでもバスのサービスの満足40%、不満60%と

バスサービスの改善の声が高い。それは、光台とは違い、住宅 と駅 とのバスダイアが1時 間2
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實:「関西文化学術研究都市の開発と諸問題」

本 しかなく、 しか も、最終バスは9時 で終了 してしまう不満がある。また不満として依然、医

療機関の数、公共施設の少なさをあげている。学研都市内の研究者との交流は光台が学研都市

内の研究施設のコアに接する事もあって、住民 と学研都市の施設 ・研究者 とのふれあいも多少

はあるが、ここでは 「皆無」である。住民にとってはここは 「学研都市」でなく、普通のニュー

タウンにしか過ぎない。

(4)学 研都市内研究機関の研究実態

学研都市の人口は2003年4月 現在の数は6万9098人(23,336世 帯)。 この 「都市」に勤務する

研究者数が4313人 。そのうち、外国人が212人 。 日本での研究者の人口当た りの割合は推計で、

人口の0.2%。 従って、学研都市の研究者の人口比率は日本の平均の30倍 となり、極めて 「研究」

職に特化した都市 といえる。研究者の数は最近の増加傾向にある。1997年 を100す ると2003年 は

109(外 国人については265)と なっている。 そこで、学研都市を特色づけている 「研究」をめ

ぐる状況を国土交通省の 「関西文化学術研究都市内研究機関等における実態報告書、平成13年

度」に見ると、以下のことが分かる。

1)学 研都市内に研究機i関75,大 学5,研 究機関に類する機関9の92施 設

2)研 究者は研究機関に72%、 大学に28%属 している。年齢的には、研究機i関が20・30才代で

67.8%(大 学の場合は30.1%)と 若手の研究者が圧倒的に多い。

3)研 究分野では情報 ・通信37%、 バイオ12%、 物質 ・光量子11%、 環境5%、 人間生活工学

2%と やや理工系が卓越 している(表6・7)。

表6学 研都市内研究機関年代別研究者2001年(国 交省 「学研都市内研究機関実態調査」)

年代別研究者数(単 位:人)

20代 30代 40代 50代 60代 以 上 計
一}一 ㎜

内
一一"一 一

内
ρ㎝ 髄}喝 一 一 "髄"樋 一鴨　

内
r醐一胴 一榊一一幣 蟹"騨 御噌

内
一一 一輔一 榊一

内

研究機関

大 学

そ の 他

計

355

33

0

..

16

1

0

17

727

160

0

.・

64

10

0

74

1

324;22
:
16022
1
0'01
484.44

179

163

0

342

4

14

0

18

9

104

0

113

0

6

0

6

8

1,594;106
:620
.53

0;

2,214;159

年代別割合 17,596 40.1% 21,996 15.8% 4.1% 100%

表7学 研都市研究分野別研究者数2001年(国 交省 「学研都市内研究機関実態調査」)

研究分野別研究者数(単 位:人)

バ イオ 環境 情報 ・通 信 物質 ・光 量子 人間生活工学 その他 計

研究機関 ・ ・ 106 742 177 20 351 1,594

大 学 77 7 81 68 17 370 620

そ の 他 0 0 0 0 0 0 0

計 275 113 823 245 37 721 2,214

割 合 12.4% 5,196 37,296 11.1% 1,796 32,696 100.09'0
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総 合 研 究 所 所 報

結 語

学研都市のコンセプ トは、1978年 元京都大学総長奥田東が座長となった関西学術研究都市調

査会により提起 されたのに始 まる。1987年 「関西文化学術研究都市の建設に関する基本方針」

が内閣総理大臣決定され、同年 「関西文化学術研究都市建設促進法」が制定され国家プロジェ

クトとして位置づけられた。

学研都市建設方式の基本理念は、1)開 発 と自然 ・エコシステムと調和 した地域の文化 ・歴

史 ・個性 を活かした開発であること。2)開 発のパターンは筑波学園都市とは異なり、学園都

市域を0体 とした開発 を行わず、12も の開発群(ク ラスター)に 分け、それぞれ個性をもって

時代の波に柔軟に対処出きるべ く行 う。3)筑 波学園都市の 「官」主導とは異なり、「民間」

の投資を積極的に取 り入れることであった。

1987年 以前から、平城 ・相楽、西木津など一部の地域では住宅都市整備公団が主体 となって

住宅地の開発が行われていた。 しか し 「関西文化学術研究都市建設促進法」が制定されるや、

折か らのバブル経済の波に乗 り、学研都市のプロジェク トがインフラを軸に一気に整備 される

ことになった。学研都市の学術研究施設のコアが集積する精華 ・西木津地区のATR、RIT

E、 けいはんなプラザなど主要施設が立ち上がった1992～3年 頃に、突如、 日本のバブル経済

は崩壊 した。進出企業の辞退 ・撤退、住宅建設業の不振等が重なり、学研都市建設のプロジェ

ク トの進捗状況は大幅に減速 してしまった。2003年 現在、その進捗率は住機能については40%

弱である。研究関連施設については74施 設で、その従業員は2.8万人となっている。立地施設の

用地面積はその大半に当たる90%が 整備済み(平 城宮跡の108haを 除く)で あるが、実際、そ

こで操業 している研究機関は文化学術研究施設用地 として用意されている面積の約3分 の1程

度に過 ぎず、景観的には未だ、莫大な未利用地が拡がっている(表8)。

学研都市の開発が開発が自治体に及ぼした影響についても、関連自治体は学研都市整備に伴

い、財源 として固定資産税が増加 し、財源が増える0方 、インフラを軸とした行政需要が増加

し、地方債が膨 らむ。例えば、精華町の財政を見ると、1987～8年 の歳入に占める固定資産税

は24%、 であったが、1992～1996年 には43%に 、地方債が同時期に3%か ら17%へ と膨 らんでい

る。とりわけ1992年 には26%に も昇った。開発のテンポが トーンダウンしたので地方債の膨張

は抑えられたが、当初の侭では地方債の増加が財政危機を招きかねないものであった(精 華町

財政課)。

学研都市は2003年 現在、学術研究機関が72進 出し、学研区域内の研究者の人口比率から見て、

対人口比では全国の30倍 と多 くなり、全体から見て 「文化学術研究都市」に育ってきているか

もしれない。しかし、研究機関の周辺の住宅地は率直に言って 「サイエンス」には殆ど関係な

い。研究施設の従業員もその殆どが大阪 ・京都 などからここに通勤 してきてお り、住民との関

わりは極めて希薄である。従って、学研都市はその内部に 「学術研究エリア」と 「大阪 ・京都

のニュータウン」という異質な二つの性格の機能が同居している。筑波の学園都市が東京の首

都機能の分散、とりわけ、政府系の研究機関の分散が主目的であり、その周辺に学園都市に関
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表8学 研都市における文化学術研究施設用地の整備状況(学 研都市建設推進機構)

平成15年4月i日現在
文化学術研究施設用地の整備状況

府県 地 区 名 機能別土地利用面積

X1

文化学術研究

施設用地面積

(ha・(946))X1

立地施設の用地面積(ha・(%))※2

整備済 整備中 計画中 合 計

京

都

府

田 辺 文化学術研究 約100ha 100.0(100.0) 100.0 一 騨 100.0(100.0)

南 田辺 ・狛田

文化学術研究、

センター、

公口・緑地

約130ha 109.7(100.0) 34.9(31.8) 一 一 34.9(31.8)

木 津

文化学術研究、

センター、

公園・緑地

約270ha 216.3(100.0) 14.9(6.9) 一 噂 14.9(6.9)

精華 ・西木津

文化学術研究、

センター、

公園・緑地

約165ha

約26ha

約30ha

148.2(100.0) 64.4(43.5) 7.2(4.9) 26.5(17.9) 98.1(66.2)

平城 ・相楽

(京都府域)

文化学術研究、

センター、

公園・緑地

lOha

llha

4ha

9.1(100.0) 9.1(100.0) 一 一 9.1(100.0)

(100.0)

普賢寺 未確定 未確定 一 一 一 一 一

小 計 約746ha 583.3(100.0) 223.3(38.3) 7.2(1.2) 26.5(4.5) 257.0(44.1)

大

阪

府

氷室 ・津田
(津 田地区)

文化学術研究 約35ha

未確定

27.0(100.0) 14.6(54.1) 0.2(0.7) 2.1(7.8) 16.9(62.6)

(氷室地区) 文化学術研究 8.0 8.0(一) 一 一 8.0(一)

清滝 ・室池 文化学術研究

公園・緑地

約45ha

約265ha

45.0(100.0) 15.0(33.3) 鞠 『 15.0(33.3)

田 原 文化学術研究 19ha 17.2(100.0) 9.0(52.3) 一 一 9.0(52.3)

小 計 約364ha 97.2(100.0) 46.6(47.9) 0.2(0.8) 2.1(2.2) 40.9(42.1)

奈

良

県

平城宮跡 文化学術研究

センター

139ha

3ha

139.0(100.0) 3.0(2.2) 108.0(77.7) 一 111.0(79.9)

平城 ・相楽

(奈良県域)

文化学術研究

センター

公園・緑地

llha

17ha

6ha

11.0(100.0) 4.6(41.8) 一 0.1(0.9) 4.7(42.7)

高山

(第i工 区)

(第2工 区)

文化学術研究 約78ha 45.1(100.0) 34.3(76.1) 一 7.8(17.3) 42.1(93.3)

文化学術研究 33.0

北田原 未確定 未確定 一 一 一 一 哺

小 計 約254ha 228.1(100.0) 41.9(18.4) 108.0(47.3) 7.9(3.5) 157.8(69.2)

合 計 約1,364ha 908.6(100.0) 311.8(34.3) 115.4(12.7) 36.5(4.0) 455.7(50.2)

※1各 府県の建設計画、各文化学術研究地区の事業計画等により作成

※2立 地施設の用地面積については、平成15年4月1日 現在で確定しているものを記載。

係する住民が数多 く居住するのとは対照的である。それでも、大学が中心に地元住民に見学会

や公開講座を開いた り、地元企業への技術情報の移転を目途とした動きが出てきたことは歓迎

すべ き事である。

また、遅ればせながら、「街」としての魅力 も徐々につけつつある。例えば、精華地区の食

彩館の進出、プラザに診療所、公立山城病院の増床、バスダイアの充実、デマ ンドバス ・カー

シェアリングの交通実験の実施、京阪奈新線の着工などがそれである。今後はより一層の住民
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参加の学研都市づ くりが望 まれる。
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Summary

DevelopmentofKansaiScienceCity

TheConceptofconstructingofKansaiScienceCitywasproposedbyaround-talk

conferenceforResearchofKansaiScienceCityheadedbyAzumaOkuda,theformer

presidentofKyotoUniv.in1978.KansaiScienceCityissituatedinaregionofrollinghills

amidstofunspoilednaturalenvironment,borderedontheeastbytheKizuRiver.Itis

adjacenttothecityofNara,and20to30kilometersfromtheheartofbothOsakaandKyoto.

ItishopedthatKansaiScienceCitywillbecomeamodelforurbandevelopmentbasedon

newconceptsandtechniques,andincorporatingtherichnaturalenvironmentwithurbanlife.

TheKansaiResearchComplexConceptaimsatcordinatingtheactivitiesofbothexistingand

plannedcultureandscientificresearchbasesintheKansaiareawiththosethroughoutJapan,

includingTsukubaScienceCity,andtheworld.KansaiResearchComplexConcept,Kansai

ScienceCitywillsearveasthenucleus.

CharacteristicofthestategyofconstructingKansaiScienceCityisasfollows;

Harmoniusdevelopmentwithnaturalenvironmentandecosystem,Clustertypedevelopment

andPositiveutilizationofprivatesectorunlikethatofTsukubaScienceCity.

WiththeenactmentofthelawofPromotingConstructionoftheKansaiScienceCitythe

projectsweregoingfairlyfavourablyuntilJapanesebubbleeconomywentbankrupt.After

theburstofbabbleeconomy,theprogressoftheprojectsbecamequiteslowwhatwith

retreatofthefirmsgoingintotheCityandsluggishconstructionofhouses.

Nowit'sanundubtedfactthattheprojectswerenotnecessarilyfaivourablycarriedout,but

in2003asmanyas74scientific,techinicalfacilitieswereinstalledandacademicperformances

wereacceratelyproduced,whichmadethisareagraduallyacademic.Howeverinspiteofthe

accumulationofscientificfacities,theresidentstherearelivingwithlittlecontactwiththose

peopleWokingfortheacademicfacilities.

AtthefirststagetheCityhadsomeproblemsasalivablelocationduetolackofpublic

facilitieslikebusservicies,medicalfunctions,distibutionalfacilities,etc.Todaythepoorurban

amenitiesareameriolating;Severalbigstorescameintothearea.Somehospitalswere

installedthoughitsstillundertheaveragelevelwithsurroundingarea.Busserviceswere

fairlyimproved.Thereisstillmuchtobeamended.Publicopinionsshouldbeacceptedsoas

toattainthetruegoalofconstructingtheScienceCity
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